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はじめに
英国で1990年に成立した ｢国民保健サービス及びコ
ミュニティ･ケア法｣(NHSandComrhunityCareAct)
は施設中心のサービス供給か･ら在宅などのコミュニティ
サービスへ転換を図るものであった｡その変化は根本的
な変革であり､地方自治体や民間非営利部門の役割を変
質させ､専門的な実践の境界を大きく変えるものであっ
た.今までのコミュキティ･ケアとの相違点は①サービス
供給をニー ドの高い者への重点化(targeting)を図る､
②資源配分の優先順位を設定､(卦ケアマネジメントやモ
ニタリングなどに依るサービスの質の保障､④多元主義
的な福祉の混合経済をもとにサービスの外部化等がある
1)｡ 国内的にはいくつかの問題を抱えながらも､対外的
には高い評価を得た政策で､多くの国に対人社会サービ
( 1 )
スの供給政策モデルとして紹介された｡●
また､公的なサービス供給に市場原理を導入する｡そ
の前捷となる規範的な経済学の自由競争の原理を援用
し､サービス供給の効率とその質は共存できるものだと
する｡しかしながら､コミiニティ･ケア改革において
も政策運営上､どちらか一方に片寄りが生じている｡実
際､経済的にも不均衡は常に発生しており､効率と質は
対立的な概念として存在し､政策運営においても混乱を
きたした｡
ここでは､コミュニティ･ケア改革の発展に寄与した､
ケアマネジメント制度と経済学的な根拠となった疑似市
場(Quasi-Market)をもとに福祉多元主義の混合経済を
支えた各部門の対応変化を分析し､サービス供給の効率
とサービスの質への影響を検証したい｡
-232- 生活科学研究誌 ･Vol.1(2002)
ところで､コミュニティ･ケアほど政策運用過程で数多
くの解釈がなされ､各政党の政策変遷のなかで手垢がつ
けられてきた言葉はない｡それは ｢救貧法｣を淵源とし
た福祉政策へのイメージとも重複するが､ティトマスの
言葉を援用すれば､｢そこにはなにか甘いバラの香りや
保健医療と社会福祉のハイブリッドな結合を連想させ
る｣響きがある2)｡ 検証を進めるにあたり､コミュニテ
ィ･ケア改革でもその再現を示すものがあり､いくつか
の危供を抱かせてしまうものである｡
Ⅰ.コミュニティ･ケア改革の実践とそれを取り巻
.く状況
1989年､新しい仕組みとしてのコミュニティ･ケア改
革は政府の自書 ｢人々のためのケア｣で提言され､1990
年には ｢国民保健サービス及びコミュニティ･ケア法｣
として成立した｡コミュニティ･ケア改革におけるサッ
チャー政権の方向性としては福祉の混合経済を基礎に､
サービス供給の多元化､民営化､契約化を推し進めた｡
また､民間部門重視､公益団体(登録チャリティー)への
優遇税制､ボランティア活動の推進をおこなった｡しか
しながら･､保健医療と福祉の調整と連携の不十分さ､サ
ービスシステムの硬直さ､非効率性､資源配分の不適格
さの課題の解決策として､民営化､市場原理の導入には
反発があったものの､コミュニティ･ケア改革の基本的
な目標である 『可能な限り住み慣れた自宅や地域で､家
庭的な環境で過ごせるために､そのニーズに応じて保健
医療､福祉､住宅などの関連サービスを総合的に､継続
的に提供する』政策を支持し､その成果に期待する声が
高まっていった｡
1993年にはコミュニティ･ケア改革が本格的に開始さ
れた｡中央政府はサービス体系の変化よりも速やかな改
革の実行を求めた.地方自治体は新たなシステムの開発､
調整しなければならず､その変化にまた適応しなければ
ならなかった｡ところが､改革早々にいくつかの課題を
抱えることになった｡一つには在宅ケアサービスの全般
的な発達の度合いが遅いことがわかった.各地方自･治体
ではサービス供給量の不足が元凶となり､おのおのの採l
用するケアマネジメントのシステムに変更､供給調整や
引き伸ばしがおこなわれた｡その結果として､ニーズの
高い高齢者にサービスを傾斜させる方法をとることとな
った｡サービスめ重点的配分は低いレベルのサービス
(洗濯､買い物等)の利用を困難にした｡地方自治体の提
供するホームヘルプサービスでも目標とする対象に集中
的なサービス供給がおこなわれた｡
さらに大切な問題としては介護者の存在である｡在宅
介護者協会の調査では ｢在宅介護者の大多数は1993年の
コミュニティ･ケア改革の下にあるとはいえ､その暮ら
し向きは何の改善も経験しない - ･｡アセスメントを
新しく経験した在宅介護者の半数以上は､ニーズに合致
するサービスは提供されていないことから､いたって不
満である｡｣3)と述べている｡コミュニティ･ケア改革
について､介護者へのサービスや情報量不足､介護者へ
の核となるサービスが提供の不備､また､介護者への支
援やレスバイト･ケアにおいてさまざまなニーズに反応
できない等の批判がなされた｡このころ ｢子どもの介護
者｣の存在が注目されるなど､介護を取り巻く状況がよ
り問題化した｡これをうけ1995年には介護者法として成
立させた｡
またコミュニティ･ケア改革以降でも､インフォーマル
な部分の存在の大きさは無視できない｡1995年､英国(北
アイルランドを除く)の大人の13%はインフォーマルな
介護者である｡人口の4%は自宅で誰かを介護している｡
人口の8%は他の家庭の誰かを介護している｡また介護
者の3/4は一週間に一度以上の介護をし､3%は介護のた
め最近､友人や親戚と会っていないと報告している4)｡
また1996年の報告ではインフォーマルな人々からのサ
ポート状況にらいて示している｡介護者としては大人の
自分の子供(40%)､配偶者(32%)､公的なサービスやボ
ランタリーセクター(16%)､友人 ･隣人(12%)､民間サ
ービス (11%)である4)｡ 新たな制度としてのケアマネ
ジメントがあるにもかかわらず､インウォーマルな介護
者がいかに大きな役割を果たしているかを示すものであ
る｡改革開始から順風満帆な運用ではなく､かなり偏在
したかたちで資源の分配がおこなわれたといえる｡意図
した政策目標と実態にはかなりの禿離があった｡このよ
うな状況下で開始されたコミュニティ･ケア改革ではあ
るが､ケアマネジメントや各供給主体にいかなる影響を
与えたかを次に考察する｡
Ⅰ.対人社会サービス供給の新原理とその現状
1.ケアマネジメントの実施とその問題点
コミュニティ･ケア改革ではケアマネジメントが基本
的な装置であり､アセスメントとそれに基づくケアマネ
ジメントの実施がサービスの質を保障し､サービスを効
率的に提供するうえで要になるものであった｡その運用
如何によっては大きな成果が見込まれていた｡
ところが､各地方自治体が実施したケアマネジメントに
は多くの相違があった｡中央政府が政策推進するにあた
りガイドラインとしていくつかの提言をしている｡1989
年､保健省は地方自治体がコミュニティ･ケア改革を実
ト｢
(2)
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施する上での管理職用手引の中で5つのモデル①単一ケ
アマネジーヤーモデル､②社会的企業家モデル､③中核課
題共有モデル､④管理的モデル､⑤利用者モデルを示し
ている｡また保健省社会サービス監督庁の1996年度の報
告書では ｢管理型ケアマネジメント｣イ調整型ケアマネ
ジメント｣｢集中型ケアマネジメント｣の3つの併用も薦
めている｡さらに､地方自治体での実施状況を示すもの
として次のものがある｡1997年-98年に実施されたイン
グランドの地方自治体のアンケート調査では､131の地
方自治体から回答を得ている｡その中でタイプ別自治体
として区分できる要件を満たした95の自治体のうち5つ
の自治体は高度なニーズやリスクをもつ人々に対して特
別なケアマネジメントを実施しており､また63の異なっ
た調整がおこなわれている土とがわかった｡ さらに､
グループ別に分類しても､まとまりがなく､各自治体で共
通するものが見つけにくいなどの調査結果がでている5)0
このことは､政帝のガイドラインに従ってはいるが､各
地方自治体では地域の実態に適する各々独自の基準で運
営している状況が推測できる｡
また､政策運用においても､ケアマネジメントの前埠
となるものは1976年よりケント州とチャリス達のPSSRU
(personalSocialServiceResearchUnit)が研究調査し
たケントコミュニティケア計画を基本とし開発されてお
り､集中型ケアマネジメントに属するものであるが､現
在普及しているケアマネジメントと意図して差別化し､
チャリスはPSSRU型ケアマネジメントとしている｡彼
らの研究の成果として虚弱で高いニーズをもつ高齢者に
対して集中的なサービスの提供することは､QOL(生活
の質)指数で利用者や介護者に良好な成果をもたらした｡
健康と満足のレベルを高め､ケアのストレスをより低め､
ほとんどのケースで自宅に残ろうとするタラ･イエントに
かかる費用と他でサービス提供を受ける費用と比べても
同等かより少ないものであったと報告している6)0
しかし､ニーズの少ない利用者までケアマネジメント
を拡大することは当然結果も相違するし､その成果を検
証するためにはさまざまな調整や調査を前接とするこ
と､さらに､調査時と較べて､アセスメントが変化して
おり､その対応についての研究も必要となる｡実際には
新たな調査をせず､各自治体の判断で従来から実施して
いたサービス給付の体系の上に新しくケアマネジメント
を写し､接合したものだけであった｡
コミュニティ･ケア改革後､ケアマネジメントの抱える
初期の問題点として制度運営が不慣れなこと､財政的な
課題､サービス供給不足等による､いくつかの問題点が
発生した｡さらに､コミュニティ･ケア改革が教条的に
(3)
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実施されたため､サービス内容と質の公平性に問題が生
じた｡その問題点として､次のものがある｡
(1)地方自治体に対する厳しい歳出抑制策により､要介
護度の高い利用者への重点的にサービスの供給と要
介護度の低い人へのサービス抑制となった｡自立促
進､要介護状態の悪化防止から意味のあるサービス
がなくなり､高齢者の緊急入院が増加した｡
(2)ケアマネジメントの手続きに時間が取られ､フォロー
アップの手続き(ニーズの再評価とケアサービスの変
更)ができず､利用者の要介護度の悪化や放置がある｡
(3)介護者の支援が不十分である｡
(4)個々のサービス利用の判定における地方自治体間､
ま.たサービス間の整合性の欠如｡利用可能なサービ
スに限定され､利用者のニーズにあう弾力的なサー
ビス提供ではない｡
(5)ケアマネジメント方式によるサービスの認定基準は
地域間格差があり､その運用においても文言が抽象
的で､融通性がない｡
(6)ケアマネジメントのサービス決定過程での透明性が
なく､利用者のニーズに呼応できない｡利用者第-
主義のサー･ビス提供になっていない｡
このように新たに導入されたケアマネジメントは多くの
課題を抱えていた｡さらに､本来意図したニーズに基づ
くサービス捷供や利用者のエージェントとしての役割よ
りもニーズと選好を市場の反応で改善するだけで､不足
した予算のなかでサービスの質は軽視され､コストの安
く､より効率的なサービス供給を実施する新たな門番と
しての性格を強める結果となった｡
さらに､1998年福祉改革の緑書のなかで､一人当たり
の社会福祉面の支出が ドイツやフランスの支出に比べて
約半分でしかなく､ギリシアやスペインなどのそれより
も低いという報告がある7)｡ このことはケアマネジメン
トが高齢者の対人社会サービスの費用対効果や効率を中
心として対応しており､その面では著しく改善されたが､
ケアマネジメントによる選別的､不公平な分配であり､
サービス供給力も地域間格差があるなかで､相当混乱し
た状況であるのは否定できない｡
203年4月より医療､介護､福祉を統合し､コミュニ
テ ィを中核 としたイ ンターメデ イエ イ ト･ケア
(Intermediatecare)が実施される｡そこにおいて､ケ
アマネジメントが今まで果たしてきた役割､有用性が問
われることになる｡それを踏まえ､ケアマネジメントが
インターメデイエイト･ケアのいかなる部分を担当する
のか､どのようにそれが接合されていくかは今後の地方
自治体の運用にかかってくる｡
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2.疑似市場の形成とその役割
対人社会サービスの供給はコミュニティ･ケア改革以
降､一変することになる｡その戦略的な経済理論.として
疑似市場が導入された｡従来､公的な部門等が独占的に
地域でのサービス供給をしており､その硬直的なサービ
スの供給は非効率で選択ができない等の問題を抱えてい
た｡コミュニティ･ケア改革は公的なサービスの弊害を
なくし､より自由なサービス選択が可能となるため､ま
ず公的部門を購入者と供給者に分離し､多元主義的な福
祉混合経済を基礎とし､供給者間競争を伴う供給体制を
整備した｡財源は公的部門が独占するが､供給は民間部
門などが競争入札により獲得し､サービスを供給する｡
ここに疑似市場が成立する｡規範的な経済学における自
由競争は資源の公平で効率的な最適配分をもたらすこと
になる｡さらに､これはサービスの供給が市場のメカニ
ズムに対して有効かを検証する理論的な枠組みを設定す
ることも可能となる｡
ル ･ダランとバートレットは政策展開するうえでの理
論的構図として疑似市場の中で市場メカニズムが有効か
評価する4つの基準として①効率性､②応答性､③選択
の機会の保障､④公平性を指標として提示し､この目標
を達成する条件として③市場構造､⑧情報､◎取引費
用と不確実性､⑳動機付け､⑤ クリームスキミング
(いいとこ取り)の5つの問題領域の特定化を提示した8).
これら5つの問題領域においてクリームスキミングの問
題が競争の弊害として関心を呼んだが､それほど大きな
問題は引き起す状況にはならなかった｡
この経済的な理論的枠組みに沿った､実際的な運用が
図られたかどうかが問題となるが､理論上の課題がいく
つかあった｡当初からソーシャルケア市場が未成熟で､
市場参加者や供給量も絶対量が不足していた｡消費者と
しての利用者や介護者の消費者主権が行使できない状況
であった｡入札競争面皮でも長期契約の弊害や公的部門
の購入独占~による価格支配力の存在は市場参入を抑制
し､競争促進効果を低減させた｡さらに､地方自治体に
おいて､サービス料金の徴収も各自治体に委任されてい
るために､制度の運営方法やサービス様式も異なってい
た｡このように､各地方自治体で統一された基準がない
ことが疑似市場の把握をより困難にした｡
1997年ブレアは選挙公約の 1ってして掲げていた
NHSの抱える大量の待機者の問題解決策として､内部
市場 (原理的に疑似市場と同じ)を廃止したが､競争原
理を否定したわけでなく､パートナーシップによる新た
な関係のなかでこれを再生させよう七している｡最近の
論文のなかでル ･グランは､疑似市場について次のよう
にまとめている｡｢疑似市場は提案者が期待した利益を
ほとんど生まなかったし､批判者が予言したような完全
な失敗もなかった｡｣9)すなわち､疑似市場が有効に機
能する前提条件はまだ､十分整備されていなかったと述
べている｡そのことは､機能すべき疑似市場に変わる機
能を政治や他の部門が代替したことになる｡よって､疑
似市場が当初想定した資源の効率的で公平な最適配分は
十分成果として発生しなかったことともなる｡自由競争
による均衡理論は競争や価格にとっては有効でも､競争
のもたらす効果として副次的に発生するサービスの質を
高めることには有効ではなかった｡また､市場を需要と
供給で決まる.と考える狭小な経済学的なモデルでは対人
社会サービスの直面する課題の把握が困難であったこと
も見逃せない｡
3.対人社会サービスの提供とサービスの質
コミュニティ･ケア改革の新原理として導入されたケ
アマネジメントや疑似市場はサービス供給の効率の改善
に寄与したが､必ずしも､利用者に対してサービスの質
を伴ったものとは言えない｡それではどのようにしてサ
ービスの質を高めようとしたのであろうか｡
施策の要として次の点が挙げられる｡地方自治体は対
人社会サービスの供給主体からその財源者 ･調整者とし
ての葵件整備者(enabler)へと役割を転化することで､
サービス供給の管理調整に徹することができる｡また､
入所施設の監査制度や苦情処理制度の導入は利用者の消
費者主権を補完するものとして機能することも可能であ
る｡さらに､ケアマネジメントではサービス優先アプロ
ーチからニーズ優先アプローチに転換し､利用者のニー
ズに合うケアプランが実施され生活の質を高めることを
目的としている｡そこではアセスメントをおこなうもの
と､サービス提供者に分離されることで利用者や介護者l
は選択できるサービスが増える｡ケアマネージャーは利
用者のニーズからサービス情報を提供し､そのサービス
選択に基づいて満足度の高いケアプランを立てることで
利用者や介護者の利益を守る代理人としてその権利擁護
が可能となる｡このように守られた消費者主権を利用者
や介護者が行使することで､より高いサービスの質が保
障されることになる｡
ところで､コミュニティ･ケア改革の開始早々､条件
整備者としての地方自治体はいくつかの問題を抱えてい
た｡.慢性的な財源不足で､改革の完全実施が危ぶまれた｡
機能が二つに分割された管理部門と現業部門との間での
緊張と相互不信が続いた｡新しいシステムの運営が複雑
になり､､仕事量や運営コストが増大した｡地方によりサ
+1■
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-titlス資源は偏在し､民間部門や民間非営利部門の活動
の有無が各地方自治体で異なっていた｡財政と政策決定
は中央政府に握られ､また､実施や運営に関する責任が
不明確な上､それも外部に委ねてしまったことにより､
地方自治体はこの二つの権限を失った｡そのうえ､根本
的な問題として､地方自治体と民間部門との契約内容が
未熟で､計画性がなく､サービスに対する評価の実施が
困難であった｡
ケアマネージャーでも利用者や介護者の利益を支援す
る技量､職務上行使すべき~自治権が不足していた｡彼ら
の業務は民間部門とのサービス契約に終始し､高齢者へ
の尊敬や威厳が示されず､自己決定を促せる適切な情報
の提供等が果たせていないな･ど､彼ら自身の問題でもあ
った｡
1991年7月､サッチャーから政権を引きついたメイジ
ャーは社会サービス供給の民営化を進めるための政策と
して市民憲章(Citizen'scharter)を公布した｡これは国
民を公的なサービスの消費者として位置づ竹､消費者主
権をテコとして官僚主義的な公的なサービスの改善を図
ろうとするものであったが､実態として利用者への権利
が伴っていなかった｡消費者主権を前提としながら､福
祉の混合経済によるサービス供給は経済性､効率性､費
用対効果のインセンティブを高めるように機能し､サー
ビスの質を高める方向には向かわなかった｡
ところで､利用者や介護者にこれらの権利が一向に魂
実味を帯びてこないのは､深淵に英国のサービスと権利
のつながりに問題があると指摘されるO｢福祉サービス
の権利は国民保険とは異なり,強行実行性の実態を備え
ておらず､単なる抱負を意味するものであり､その権利
を実行する保障はない｡権利といっても目標や願い事の
リスト以上のものではない10)｡｣プログラム規定的であ
り､実態のない権利性は国民をその権利の行使を困難な
状況に追いやる｡特に､高齢者はサービスへの不満や不
平を表明することは少なく､課題となりにくい状況をつ
くっている｡よって､コミュニティ･ケア憲章や市民憲
章は世論対策に過ぎないと国民はさめた見方をすること
にもなってしまう｡
-ブレア政権はこれらの課題の解決策として､1998年以
降､いくつかの取り組みをしている｡1998年の自書 ｢社
会サービスの近代化｣(ModernisingSocialServices)で3
年間に30億ポンドの近代化資金投入計画を立てて､高齢
者サービスとしては自立支援で利用しやすいサービスの
改善に取り組んでいる｡大人の優先権(Priorities)とし
て自立､一貫性-の改善､利便性の提供､利用者中心主
義を目標として掲げている｡
(5)
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サービスの質の管理強化策として200年には ｢ケア基
準法｣(CareStandardsAct)を制定し､監査や規制の強
化を図っていろ｡そこでは独立した規制機関としてケア
基 準 委 員 会 (NCSC:NationalCareStandards
Commission)による規制や基準の設定や監査による改善
通知､訴追､登録廃止､施設閉鎖命令を小規模なサービ
ス提供者まで拡大して実施している｡また質を守るプロ
グラム (QualityProtectsProgramme)としては､サ
ービスを提供する従事者がサービスの質を保障できるた
めにソーシャルケア委員会を設置して､ソーシャルワー
カーやスタッフへの訓練や管理をおこなっている｡さら
には､2000年から5年計画で地方自治体のサービスの質
を高めるためベストバリュー政策が実行計画に基づいて
実施されている｡
このように､消費者主権という権利実態があいまいで､
市場原理による効率を偏重した政策から､より多くの資
金提供､規制や監査の強化による公的な介入､さらに教
育や訓練という基本的な政策により､サービスの質を高
める政策へと転換させようとしている｡
町コミュニティ･ケア改革における供給主体と購
入主体の変化について
1993年より実施されたコミュニティ･,ケア改革は民営
化,契約化推進のための装置として機能した｡理論的な
役割を担うはずの疑似市場やケアマネジメントが十分機
能を果たせていないにもかかわらず､コミュニティ･ケ
ア改革はJtl!調に進展した.それはなぜであろうか.次に
福祉の多元主義におけるサービス供給体制について考察
を進める｡
福祉多元主義の混合経済の下で競争入札に参加するな
かで､民間非営利部門(ボランタリーセクター)､串間営
利部門､公的部門､さらに地方自治体がその機能を変質
させていった｡特に､新しい行政運営理論のニュー ･パ
ブリックマネジメン.トの導入は各セクターを経済性や効
率性を追及するものへと変質させることで､新たに生ま
れたソーシャルケア市場への適応を促した｡さらに､財
政面での歳出抑制､強制競争入札(CCT)､85%ルールに
よる特別臨時補助金(SpecialTrdnsitionGrant)はそれ
を加速させた｡
-その結果､地方自治体が所有していた公的なサービス
供給部門を削減し､外部化を進行させ､自治体の管理業
務をビジネスライク化させた｡ボランタリーセクターでT
も効率指向を取り込み､サービス捷供の商品化､商業化､
く､ニーズに反応しやすいボランタリーセクターが改革
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当初､大きく供給を伸ばした｡このように､新たな市場
の要望に応え､市場原理に動員されたことがコミュニテ
ィ･ケア改革に寄与する一因につながったと考えられて
いる｡
1.コミュニティ･ケア改革と民間非営利部門(ボランタ
リーセクター)の盛衰
ボランタリーセクターはその時代の政府の政策に左右
させられてきた｡~ゥルフェンデンレポート(1977)では､
ボランタリーセクターはサービス供給面で費用対効果に
優れ､機能面でも､革新性､融通性､先駆性が評価され
てきた｡福祉多元主義が実施されるなかで､それは反応
的で､ニーズに接近し､参加的で､またエンパワーメン
トがあった｡一般的には市場でもコスト面で比較優位で
あると考えられてきた｡すなわち､税制面での優遇､ボ
ランティアを使うことにより民間より安い費用で済み､
利用者や支援者からの寄付､外部からの援助や政府の補
助金があるからだ｡サッチャーも改革を進めるうえで､
費用が少なく､効率的であるため､ボランタリーセクタ
ーをサービス供給の中心に据えつけている｡コミュニテ
ィ･ケア改革以後､状況は一変する｡政府からの補助金
はなくなり､契約､サービス契約に転換する中で契約に
対し､不備な面がボランタリーセクターにも目立ってき
た｡一般に考えられていた､民間部門に対する優位性は
認められず､競争の圧力で多く団体は経営面での財政的
な圧迫や不安定性を訴え､解散も少なくなかった｡契約■
や財源は大規模な団体に集中し､ボランタリーセクター
の大部分を占める小規模な団体は契約を逃がし､契約が
あっても不安定な状況であった｡
コミュニティ･ケア改革前後のボランタリーセクター
と政府との関係を対比してみると､コミュニティ･ケア
改革が開始されるまで､民間非営利団体と公的機関との
関係は契約関係の不透明な補助金であった｡公式の契約
上の結びつきはまれであり､厳しいものでもなかった｡
補助金を受けていない団体も多く存在した｡1980年当時､
中規模クラスのチャリティーと関係していたボランタリ
ーセクターは政府と敵対した部分があったが､相互学習､
共同計画の参加などの横やかな補助金を受けていた｡地
方自治体は新しい対人社会サービスの供給において､ボ
ランタリーセクターの能力に疑問を抱いていた｡多くの
社会サービス部の管理者は彼らの経験､経営の専門家､
それを支える施設､設備が不足していること､また､利
用できそうなサービスやボランティアの種類も不足して
おり.､業務にもムラが有ることがわかっていた｡いくづ
かのボランタリーセクターには接触し､団体自治や自立
を促していた｡一方､民間営利団体に対しては経験や証
拠からではなく､誤解や信用不足から福祉サービスにお
いては 『他人の昔しみから利益を得るものは不適切であ
る｡』というのが当時の一般的な認識であり､ボランタ
リーセクターにとって有利に活動の展開ができた｡
コミュニティ･ケア改革以降､大量の資金が短期間の
うちにボランタリーセクターに注入された｡団体数でも
1991-94年で24%増､成長率でも1991-95年で年平均
5%増､1995年には公的な部門からの収入が全収入の
39%を占めるまでになった1)｡地方自治体では外部サー
ビスを利用するようになりボランタリーセクターの供給
者といくつかの結びつき､民間部門より選好される立場
にあった｡契約は随時可能で､敏感に反応するボランタ
リーセクターは一番早く成長する部門となった｡
1996年までに購入者と供給者の分離は一般的となり､
地方自治体はボランタリーセクターや民間企業とも.契約
をおこなうようになった｡民間企業も適切なケアの提供､
専門性を備えていることがわかった｡ボランタリーセク
ターではサービス内容､クライエントグループの有無､
地理上の制約､政治的 ･専門的なネットワーク､経営技
術､業績の面でも規模の大きなものが有利であり､契約
内容を実行するには費用がかかり､小規模な団体にとっ
ては経験も少なく､経営資源が少なく､経営管理者をヘ
ッドハンティングするなど経営条件を整備することはコ
スト高要因となり､民間企業に対しての比較優位性は見
られにくくなった｡また､契約には長期的な投資協定や
経営の女定性や継続性が求められることもあり､ボラン
タリーセクターには自主性の喪失､ミッションやエ トス
に混乱をきたすものも現れた｡
さらに､ボランタリーセクターへの投資はソーシャル
サービスにおいては比較的少ない割合でしかないが､容
易に使い捨てにされる傾向が強かった｡そのため､民間l
施設ケアに対抗してデイケアサービスの提供､アドボカ
シーやエスニヅクマイノリティーの新たな領域での支援
を専門化する傾向も見られた｡ところで､ボランタリー
セクターの中で活発な発言をしてきた小さなボランタリ
ーセクターの声はあまり聞かれなくなり､大手ボランタ
リーセクターの中には地方自治体のサービス供給に依存
し､独立した供給者であるよりも､地方自治体の出先機
関のようになり､ビジネス化を図り､民間企業と変わら
なくなった｡このことは利用者にとって縁遠い存在とな
ってきた｡
NCVO(NationalCouncilforVoluntaryOrganisations
)の2002年報告の中でも団体数は14万余 り､収入も2001
年は1991年と比べ31.7%増の156億ポンドとなっている
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が､事業収入は1991年よりも少なく､7.55億ポンド(総
収入に占める割合4.9%)と報告している｡ さらに外部か
らの援助や寄付が減少していること､契約になってから
ボランティアの募集が困難になっていることも報告して
いる12)0
ブレア政権ではボランタリーセクターを､対人社会サー
ビスを支える上で､重要なパートナーシップの部門とし
て位置づけており､その役割と義務を求めている｡また､
その市場に残るつもりであれば､ボランタリーセクター
ヽ
自身のミッションも市場競争に耐えうるものとして､よ
り高い機能を持った形態への転換が求められている｡
2.地方自治体の新たな役割
多くの地方自治体は労働党を支持し､イデオロギーや
政治目標を掲げており､｢利益のための福祉｣｢介護の商
業化｣の倫理について不安を募らせていたが､コミュニ
ティ･ケア改革によってイデオロギーで対立するより
も､ソーシャルケア市場の実現可能性についてより実践
的な行動に移っていった｡1990年代中頃まで一番の問題
は､地方自治体が中央政府の政策にいかに適応できるか
ではなく､今後どのように展開していくかであった｡そ
の後､幅広い市場の知識を活用し､地方自治体は市場に
関する対応になれ､地方政治､経済､さらにサービスの
供給に適応できるようになってきた｡1993年にはコミュ
ニティ･ケア改革の中で供給者と購入者の分離により､
サービス供給者の役割から､ソーシャルサービスの購入
者として供給､購入､調整の実質的な役割を担うことに
なった｡
地方自治体の管理部門も改革当初､競争入札による混
乱を見せていたが､ニュー ･パブリックマネジメントに
よる効率的な行政運営に徹しており､また現業部分を分
離していることもあり､サービス提供に関する必要な情l
報が不足している｡地方自治体の業務内容は硬直的でビ
ジネスライク化する傾向を強めた｡
地方自治体はサービス購入において､費用負担の方法､
供給価格に影響する競争レベル､利益幅､供給者と購入
者のリスク､適切な情報の共有などを考慮して供給者の
満足を得ようとしているが､生産コストや供給者の収益
はあまりにも少なく､投資あたりの費用効率を高める
(valuef♭rMoney)に準じた行動をとっている13)｡これ
は市場競争による利益最大化モデルとは異なるシステム
である｡契約のタイプとして長期､短期､ブロック買い､
スポット買い､固定価格､利益マークアップしたものな
どがある｡利用者のニーズに応じ､各々のタイプを利用
しているが､契約方法として競争を阻害し､効率的な利
(7)
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用が困難などの課題を抱えている｡また､供給者が高い
質のサービスを供給するために､スタッフの教育､訓練
が可能な価格上昇の容認を希望する議論も出ているが､
容易に実行されなかった｡このように､サービス購入面
でも価格が中心議題となり､サービスの質が保障されに
くいといえる｡ところで､各サービス価格はボランティ
アの参加などを含め安価な労働力を前提に､他のサービ
ス価格に比べても比較的安い価格で設定されているが､
市場構造の変化で上昇傾向にある｡これらは今後の課題
でもある｡
地方自治体は､従来持っていた施設などを､民間営利
部門や民間非営利部門に売却したり､廃止したりしてい
る｡サービスの外部化の拡大(2002年2月の調査により
ケント州では80%を上回るとの回答を得た｡)は､今後の
サービスの需給関係､価格､サービスの質に影響がある
ため､外部化の選択は利用者の選択を考える上でも議論
の余地がある｡しかしながら､短期的にはその状態が一
般化され､地方自治体の利用できる資源の総量､斡旋価
格の低下やケアの基準設定の責任を提供者に転嫁が可能
となる｡この外部化は1990年に予測されていたよりも早
い割合で在宅ケア､施設ケアとも進行しており､民間部
門へのサービスのシフトが見られる｡この中でも注目す
べきは在宅ケアサービス部門の急激な成長であった｡在
宅ケアサービスは登録や規制を受けなくなったので統計
では把握しにくいが､時間数による比較でも､1992年と
1998年との比較では52%増となっており､増大するサー
ビス需要に対応している｡在宅ケアサービスでは融通性
も明らかになっており､短時間､時間外､各種条件を組
み込んだパッケージ化がおこなわれておりサービスの時
間が延びている｡施設ケアの提供するサービスでも､さ
まざまなレスバイトも実施されている｡きちにデイケア
サービスを提供する施設の成長もある14)｡この結果､多I
くの利用者に対し施設ケアサービスかそれとも自宅に留
まるかの選択肢を提供することとなった｡
コミュニティ･ケア改革が公的機関にもたらした影響
は大きく､組織構造や経営方針を一変させ､サービス供
給にも効率が求められる痛みを伴った改革であった｡ブ
レアは地方自治体のサービス供給を含め､その役割を高
めるための改革として､ベス トバリューを実施している｡
これは公的部門の役割を再点検する施策でもあるのだ
が､その政策展開の趨勢を見守ることは大切である｡
3.民間営利団体の活動とその方向性
1970年代から80年代の民間部門の施設ケアサービスの
提供の拡大は多くの家族経営ビジネスとして､また大規
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模な民間資本による市場参入によって達成された｡これ
は高齢者の増加による施設入居者の増加予測､国からの
支援､さらに社会保障予算に魂金制約を受けなかったこ
とで､供給者にきって将来の収入が予想され､最適な利
益が見込めるものであった｡施設入居の委託料は政府か
ら直接入金されていたが､1990年の改定により地方自治'
体がふたたび財政的な権限を持ち､公的な支出の制限を
直接受けることになった｡コミュニティ･ケア改革後､
膨大な資金の流入とサービス需要の高まりのなかで､民
間資本がソーシャルケア市場に流入し､その供給の主要
部門となり､サービス供給拡大を保障してきた｡
従来､民間部門で注目されていたのはサービスの質が
高く､効率的経営をしていた家族経営の小ビジネスであ
る｡これらの供給者に対しても､規模の大きい経営企業
からの攻撃を受けている｡･これらは入居者数も少なく､
多数の小規模な施設は経営が困難であり､収益上の問題
や病気､死亡や退職などによる主要スタッフの欠員で､
常に経営の危機を抱えている｡1997年では施設の1/5は
市場撤退を真剣に考えており､半分以上は経営努力して
も価格に対する費用をカバ-できないとしている｡在宅
ケアサービスは大規模な組織と直接的な関係は少ない
が､経営状況は同様に厳しい｡多くの地域で多数の小規
模な供給者により供給されているが､合併や買収の可能
性が高まっている｡地方自治体の委託戦略で著しく供給
者への行動に影響を与えた｡供給者と購入者の力関係は
サービスの代金の遅い支払い､クライエントに対する貧
弱なフォローや評価､安い価格､システム化された購入
方法などに現われた｡多くの供給者は購入者との関係に
おいて中立か肯定的な意見を持っているが､･多数の小規
模経営者は経営が困難であるため影響は大きい15)｡これ
ら民間部門の市場構成もより集中化傾向にあり､それに
伴い価格も上昇傾向にある｡年々拡大する需要に対し､
また､施設や在宅サービスの供給を民間部門に大きく依
存する傾向が強まるなかで､中央政府の舵取りが問われ
ることになる｡
Ⅳ.ブレア政権の高齢者対人社会サービス政策の
方向性
1.ブレアの対人社会サービスへの新捷案
1997年､政権の座についたブレア労働党政権は旧来の
社会民主主義や薪自由主義とも異なる ｢第三の道｣を提
唱している｡この実現のため ①平等､②万人に対する
機会､③責任､(彰コミュニティの4点を基本的な価値､
理念としている16)｡政策目標としても教育や医療への関
心は高いが､高齢者への対人社会サービスについては前
(8)
政権の政策を引き継いだかたちで進められており､あま
り関心は高くなかった｡政策面でも､サッチャーがニュ
ー ･パブリックマネジメントにおいて､経済性と効率性
の関係に重点を置いたのに対して､ブレアは効率性と有
用性を重視した点に相違がある｡対人社会サービスの新
たな方向として､`Modernisingsocialservices'で示され
た近代化を推進するため ｢強制競争入札かちベストバリ
ューへ｣､｢契約文化からパートナーシップへ｣を提唱し､
パートナーシップに裏打ちされたベストバリュー政策を
おこなっている｡
ブレアは1989年の政策声明の中で5つの対人社会サー
ビスに関して指摘を行っている｡(∋市場の役割､②地方
のコミュニティやボランティア活動の奨励､③パートナ
ーシップの必要性､④利用者や介護者のエンパワーメン
ト⑤家族の重要性を述べている.市場の由織においても
市場は多くの財やサービスを効果的に分配する最適な手
段であり､競争は消費者の声を保障する一つの手段であ
るとする｡公的サービスを供給するのに部門間の選好は
要求しない｡そのサービスを誰が供給するかでなく大切
なのはサービスの質であるとしている｡そのためにパー
トナーシップを強調する｡また､ソーシャルケア市場に
おいて疑似市場を容認するが､競争傾向は対立するもの
でなく､ベストバリューへの道を開くもので､市場､競
争､契約は継続する｡さらに､保守党が市場と競争を単
独の政策手段と考えるのに対し､労働党はできるだけ多
くの人々に権利を持たせ､市場に参加できない人に必要
な支援の保障を含めた戦略をとる｡よって､政策の重要/
な点はコミュニティやボランタリーセクターの社会的役
割を守り､その力を発揮し､パートナーシップを正当な
ものとして､そのニーズに取り組めるように成長を促せ
るように国家の活用をすすめている｡
対人社会サービスは中央政府の監視を受けやすく､ベス
トバリュー実行指標 (BVPIs)を中央政府が設定する｡
また政府はその基準をモニターし､その目標と適合して
いるかの確`認もおこなう｡このモニターが高度に標準化
したインセンティブとして政府が介入する基準を決定す
るものとして､質と効率を絶えず見直す第三の道である
として推進する｡
2.パートナーシップとソーシャルサービス供給
パートナーシップの促進はブレア政権の政策の重要な
要である｡パートナーシップとはあいまいな表現であり､
安易に使用され易く､時には権限の所在が不明になり､
その責任が問われることにもなるが､ブレアの求めるパ
ートナーシップとは公的､民間及びボランタリーセクタ
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-が組織､部門を超え､同盟､協力､協同､ネットワー
ク､参加活動を含めたものである｡このよう･な考察の背
景には労働党のコミュニタリアリズム思想がある｡この
思想は地域に根ざし､権利よりも義務や参加を求めるも
ので､社会民主主義からリベラルな保守主義まで広範な
変化があり､ブレア自身はコミュニティの重要性を社会
主義の基礎と捉えている｡コミュニタリアリズム自体は
保健医療や社会サービス面でのコミュニティ･ケアの政
治的説得力に対して言及するよりも大きな力を持ち､対
人社会サービスやコミュニティ･ケアを越える政策の実
力がある｡また､社会組織としての重要な単位としてコ
ミュニティを前操として考えており､そこには地方分権
を伴い､地方の代理人の役割を果たし､ボランタリーセ
クターのような独立組織ともなりうるものをイメージし
ている17)0
ここにおいて､パートナーシップは地方自治体が民間
営利部門とボランタリーセクターとともに､高品質なサ
ービスを捷供する効果的な方法を生み出す手立てともな
る｡また､1998年より公的な団体の政策決定にコミュニ
ティ団体や民間非営利団体等のパートナーも積極的に参I
加させている｡
3.地方自治体のベストバリュー政策の新展開
保守党政権下で実施された強制競争入札の弊害や自治
体のコスト偏重の姿勢が住民の求めるサービスの質や公
平性の面で住民に対し､十分な配慮が行き届かないケー
スが生じた｡また､現場で働く労働環境の悪化､また自
治体独自の工夫やアイデアが活かしにくい状況であった
ことを反省して展開された｡
1998年のコミュニティ･ケア自書の新ガイドラインに■
沿い､①主体の徹底化とサービスの質の向上､⑧サービ
スシステムの合理化､③財源の合理化｡これを具体化さ
せるため､ 4つのCである､Challenge(挑戦)､
Compare(比較)､consult(相談)､Compete(競争)に基
づいてチェックと改革が指示された｡1999年地方自治法
で法制化され､ベストバリューとして､200年から地方
自治体で実施されている｡これは､地方自治体が供給す
る全サービスの25%を目標として､そのサービス提供の
見直しを5年間で実施しようとするものである｡ベスト
バリューとは少ない予算で質と効率を改善し､より良い
公的サービスを供給することである｡このことは契約の
適切さを考える機会を地方自治体に提供することにもな
る｡結果としては､ベストバリュー政策の競争的な展開
が各自治体間競争を促進させ､サービスの地域間格差を
解消し､全国一律のサービスがどこでも供給されること
(9･)
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になる｡地方自治体では機能分割を実施し､さらに､
各々の特色を反映した地域の現状や課題が検討されるな
ど意欲的なベストバリュー実行計画ができているが､自
治体間では能力問題が避けられない｡高齢者の対人社会
サービスをみても､ケアマネジメントの方法やサービス
料金の徴収についても格差があり､サービス内容が異な
っているし､極端な場合､該当するサービスが存在しな
い場合もある｡表面的な適応範囲や報告でしか発表でき
ていないものもある｡.サービス提供においても､ベスト
バリュー実施後のパフォーマンスはあまり良くなく､質
の改善に必ずしも結び?いていなし?.自治体管理機構
(AuditCommi占sion)でもこのような実態について､か
なりお粗末だとか口先だけだという手厳しい表現がみら
れる｡このような報告は予測可能なものであった｡ベス
トバリューで管轄区域を明示した計画案の地方自治体で
は､問題解決や地方自治体の実質的な価値の議論に取り
組むよう●になってきた｡現在では､変化を招く活動の可
能性や改善を継続しようとする地方自治体の能力を現す
ことに期待がかかっている｡201年自治体管理機構の年
次報告で､進行状態としで､イングランドとウェールズ
の410地方自治体のうち1/4はかなりうまくいっている｡
1/2は基本的な点は良いが､いくつかの面で困難である｡
1/4は困難であるとしている18)0
国と地方自治体に分割されていたNHSと対人社会サ
ービスのサービス供給体制が2003年より一元化され､医
療､介護､福祉の統合されたインターメデイエイト･ケ
アへと制度改革がすすむ｡これは医療と介護に隔壁があ
り､医療から介護へと相互の移動を困難にし'ていたが､
これがシームレスケアとなり､より結びつきやすくなる
19)｡しかしながら､医療 ･介護間の財源や管轄の問題な
ど各部門からの反発を伴う混乱が予想される｡新たなシ
ステムについてソーシャルワーカーの一部では予算配分
や業務量の減少､利用者の医療サービスへの傾斜とソー
シャルサービス量の減少など危倶を感じた発音が目立つ
が､地方自治体では新戦略として実施計画を進めており､
今後の展開を待たなければなちない占
まとめ
コミュニティ･ケア改革は独立部門のサービスを積極
的に活用することで､より融通性のある､利用者のサー
ビスによりきめ細やかな対応したサービスが可能になっ
た｡しかしながら､価格優先の経済性､効率性を追及し
た価格中心の政策は各々のセクターの役割を変質させ､
政策指標としての疑似市場の役割を不能にし､ケアマネ
ジメントシステムの機能にもいくつかの課題を残した｡
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さらに､サービス提供の ｢公平性｣｢サービスの質｣に
おける問題を発生させている｡
ブレア政権は保守党政権のコミュニティ ･ケア改革を
政策的に継承するが､課題にも取 り組んでおり､サービ
スの質と効率の改善を図っている｡これを推進するベス
トバ リュー政策が実施しているが､うまく機能している
ばか りではない｡効率については対応が容易だが､サー
ビスの質についてはきわめて相対的なものであり､対応
に苦慮 しているのが現状である｡地域の多様性を示す地
域間格差を前提としても､まずは効率や質の改善につな
がる ｢第三の道｣を強力に推進することが前提で､その
後の展開に委ねることになろう｡
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英国コミュニティ･ケア改革 - サッチャーからブレアへ
-対人社会サービスの効率と質を視点として一
山田亮一
要旨 :英国のコミュニティ･ケアは変遷の過程にある｡その中でも1990年に成立した ｢国民保健サービス及びコミュニ
ティ･ケア法｣の影響は著しいものであった｡コミュニティ･ケア改革は1993年､英国において施行された｡
それは公的部門や独立部門の役割､専門職の実践やその領域､さらにはサービス利用者や介護者への変化となって噴
出した｡
その中でも最も甚大な影響があった1990年代の高齢者対人社会サービスに焦点をあて､その趨勢を追跡し､福祉多元
主義のなかで､政策目標となった効率とその質についてサッチャーとブレアの対人社会サービスの政策について検証す
る｡
(ll )
